
科　　目 科　　目

[資産の部] [負債の部]

流動資産 2,855,337,174 流動負債 1,768,184,041

現金および預金 1,424,644,701 買掛金 1,432,613,397

売掛金 1,373,231,593 未払金 92,980,380

立替金 19,975,263 未払法人税等 24,585,400

未収金 12,142,761 未払消費税等 14,754,900

その他の流動資産 25,342,856 未払費用 71,609,205

繰延税金資産 賞与引当金 104,982,000

固定資産 1,669,205,917 役員賞与引当金 1,380,000

 有形固定資産 1,241,624,729 預り金 25,278,759

建物 251,590,045 固定負債 250,002,285

構築物 71,116,710 長期預り金 22,303,339

車両および運搬具 2,987,701 退職給付引当金 227,698,946

工具器具および備品 260,982,934 　繰延税金負債

土地 543,887,707 負 債 合 計 2,018,186,326

建設仮勘定 111,059,632 [純資産の部]

 無形固定資産 76,485,163 株主資本 2,497,138,751

電話加入権 4,811,537  資本金 100,000,000

ソフトウェア 70,798,341  利益剰余金 2,397,138,751

施設利用権 875,285 利益準備金 25,000,000

 投資その他の資産 351,096,025 別途積立金 1,060,000,000

投資有価証券 24,345,323 繰越利益剰余金 1,312,138,751

関係会社株式 132,123,914

預け金 53,334,984 評価・換算差額等 9,218,014

　長期前払費用 723,172  その他有価証券評価差額金 9,218,014

繰延税金資産 144,627,204

貸倒引当金 △4,058,572 純資産合計 2,506,356,765

資 産 合 計 4,524,543,091 負債および純資産の合計 4,524,543,091

貸　借　対　照　表
（２０１９年３月３１日現在）

( 単位 : 円 )

金　　額 金　　額



(重要な会計方針に係る事項)

１．棚卸資産の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。

２．有価証券の評価は、次の方法によっております。

投資有価証券

　ａ．時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法

　により算定しております。）

　ｂ．時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

関係会社株式 移動平均法に基づく原価法

３．固定資産の減価償却は、次の方法によっております。

有形固定資産(リース資産及び賃貸不動産を除く) 　定額法

有形固定資産(賃貸不動産) 　契約期間による定額法

無形固定資産(リース資産を除く) 　定額法

　ただし、ソフトウェアについては、社内における

　利用可能期間（５年）による定額法

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

４．引当金の計上基準は、次のとおりであります。

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計

上しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上し

ております。

　　役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当期負担相当額を計

上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注　記　表



（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

( 単位 : 株 )

当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要

発行済株式

普通株式 ― ― 129,700

合計 ― ― 129,700

自己株式

普通株式 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

２．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

― 

前期末株式数

129,700

129,700

― 



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は短期的な預金等に限定して、資金運用を行っております。

　　　営業債権である受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、各部門が主要な取引先の状況を

　　定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理することによりリスク低減を図ってお

　　ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

　　行っています。

　　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。

　　　デリバティブは、外貨預金に係る為替の変動リスクを回避するために為替予約を利用し、投機的な

　　取引は行いません。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　　２０１９年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

　　りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含んでおりま

　　せん。((注２)参照)

　　

( 単位 : 千円 )

貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(１)現金及び預金 1,424,644 1,424,644 －

(２)受取手形及び売掛金 1,373,231 1,373,231 －

(３)投資有価証券

　　　その他有価証券 20,865 20,865 －

(４)支払手形及び買掛金 (1,432,613) (1,432,613) －

　　　(*) 負債に計上されているものについては、（）で示しております。

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

　　　よっております。

　(３)投資有価証券

　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　(４)支払手形及び買掛金

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

　　　よっております。

(注２)　非上場株式(貸借対照表計上額 135,603千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

　　　　フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため

　　　　「(３)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。



（賃貸不動産に関する注記）

１．賃貸不動産の状況に関する事項

　　　当社では、尼崎市及びその他の地域において、賃貸用の車庫用地等(建物を含む。)を所有して

　　おります。これら賃貸不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりでありま

　　す。

( 単位 : 千円 )

前期末残高 当期増減額 当期末残高 当期末の時価

698,652 △17,499 681,152 1,310,118

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

　　　あります。

（注２）当期増減額のうち、増加額は次のとおりであります。

　 　　　　高圧受変電装置 嵩上げ工事　2,500千円

（注３）当期増減額のうち、減少額は次のとおりであります。

　 　　　　減価償却　△ 19,999千円

（注４）当期末の時価は、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場

  　　　価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額

  　　　や指標を用いて調整した金額によっております。

貸借対照表計上額


